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現場の保育者はじめ保育者養成校において保育者を目指す学生が作成している指導計画には、長
期指導計画と短期指導計画の有機的つながりがほとんど意識されていない現状がある。そこで、こ
うした要因の一つであろう保育者養成校の目的にそって執筆された「教育・保育課程論」の授業テ
キストの記述内容について比較分析を行った。結果、26文献のうち指導計画の全体像が俯瞰可能な

「全体網羅型」は 1 文献（4％）、欠如した項目が多くて必要な要素がこぼれおちている「要点欠落型」
は13文献（50％）、説明が単発式で系統的なつながりが意識されていない「俯瞰不可能型」は12文
献（46％）であった。以上のことから、長期指導計画と短期指導計画の連動に関する事項は保育者
養成の目的にそって作成されるべき授業テキストでもほとんど意識されていないことが明らかにさ
れた。

１．はじめに

幼児教育では、幼児一人ひとりが幼児期にふさわ
しい生活を通して、幼稚園教育要領や保育所保育指
針に定められたねらいや内容を身につけさせていく
ことが求められている。そのため保育者は、個々の
発達や生活を大切にし、見通しをもった教育を行う
よう、計画的な指導を行なわなければならない。そ
うしたことから幼稚園では、幼稚園教育要領にそっ
て教育課程を、保育所は保育所保育指針にそって保
育課程を編成し、そこに定められた目標に向かって
保育を具体化し、また展開させていくことが規定さ
れているのである１）２）。

幼稚園教育要領解説では、「幼稚園は、意図的な
教育を目的としている学校であり、幼稚園教育の基

本に基づいて展開される幼児期にふさわしい生活を
通して、幼稚園教育の目的や目標の達成に努めるこ
とが必要である。このため、幼児の発達を見通し、
その発達が可能となるよう、それぞれの時期に必要
な教育内容を明らかにし、計画性のある指導を行う
ことが求められる。このような意味から、それぞれ
の幼稚園は、その幼稚園における教育期間の全体に
わたって幼稚園教育の目的、目標に向かってどのよ
うな道筋をたどって教育を進めていくのかを明らか
にし、幼児の充実した生活を展開できるような全体
計画を示す教育課程を編成して教育を行う必要があ
る｣３）と、教育課程が保育を行う中核であることが
示されている。

一方、保育所保育指針解説書においても、同じよ
うな形で、「各保育所においては、保育指針に基づき、
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児童憲章、児童福祉法、児童に関する権利条約等に
示されていることを踏まえ、子どもの心身の発達や
家庭及び地域の実態に即した保育課程を編成しま
す。施設長の責任の下に編成しますが、全職員が参
画し、共通理解と協力体制のもとに創意工夫して編
成することが大切です。乳幼児期の発達の特性や連
続性を踏まえて保育課程を編成するとともに、柔軟
性を持って保育を展開することが大切です｣４）と、
保育課程が法令や保育所保育指針で掲げられた保育
目標を達成するためのものであるとともに、それを
達成させるために柔軟性のある保育を実践していく
ことの重要性が述べられている。また、その際の留
意事項として、幼稚園ならびに保育所は、いずれも
各園における幼児の心身の発達や地域の実態に即し
た適切な計画を創意工夫して編成していくことも必
要とされている５）６)。

神長（2010）は、幼児教育における教育課程を小
学校以降の教育課程と比較して、「小学校の学習指
導要領においては、各教科等の指導内容の基準が各
学年、または 2 学年ごとに示されており、各学校に
おける教育課程の編成は、指導内容を学年に応じ、
授業時数との関連において総合的に組織していく。
これに対して、幼稚園においては、入園から修了ま
での教育期間を見通し、幼児の生活経験や発達の過
程をもとに、具体的なねらいや内容を組織していく
ことが必要となる。幼稚園の教育課程の編成におい
ては、時間数よりはむしろ、幼児の生活経験や発達
の過程をいかにとらえ、教育課程に位置づけていく
かが重要となる｣７）と述べている。つまり幼児教育
では、教育課程で掲げられた各園の全体像を具体化
させていくために、小学校以降の教育課程のような

授業時数で指導内容を編成していくのではなく、幼
児の発達と発達の課題を把握して、幼児の育ちを連
続的にとらえて計画を作成していくことが必要とさ
れているのである。

以上のことから、幼児教育における教育課程や保
育課程は、どちらも同じ目的を持って編成された園
の全体像を表したものであるということができよ
う。さらに、こうして規定された園の全体像は、単
元のようなひとかたまりの学習計画を幾つか組み合
わせて具体化されていくことになる。

学習指導要領解説では、「単元とは、児童の学習
過程における学習活動の一連の「まとまり」という
意味である。単元計画の作成とは、教師が意図やね
らいをもって、このまとまりを適切に生み出そうと
する作業にほかならない｣８）と示されている。この
ような一連の流れを幼児教育では、「指導計画」の
作成とよんでいる。幼稚園教育要領や保育所保育指
針によれば、「指導計画」とは、教育課程や保育課
程に基づいて作成される実践計画であり９）10）、「長
期指導計画（年間・期案・月案）」と「短期指導計
画（週案・日案）」の 2 つに大きく分けてとらえら
れている11）12)。そのうち「短期の指導計画は、具体
的な幼児の生活する姿から一人一人の幼児の興味や
関心、発達などをとらえ、長期の指導計画と関連さ
せながら、ねらいや内容、環境の構成、援助などに
ついて実際の幼児の姿に直結して具体的に作成する
ものである」という13)。すなわち幼児教育において、

「指導計画」を作成していくには、「指導計画のしく
み」→「長期指導計画の内容」→「短期指導計画の
内容」、これら 3 つの単元をおさえていくことが必
要となる（図 1 ）。

図１ 指導計画の作成に必要な単元

では、「指導計画」という一般的な知識習得に関
する単元の理解を始めとし、「長期指導計画」や「短
期指導計画」の単元にまつわる両者の関連性、また

「指導計画」の作成に必要な諸項目など、これら一

連の流れを理解させて、「指導計画」本来の意義と
される、幼児の育ちに見合った実践計画の立案を可
能としていくためには、保育者養成の授業の中で、
どのような説明をしていけばよいのであろうか。近
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藤（2002）によれば、指導計画の作成、なかでも短
期指導計画の作成においては、保育者の力量が顕著
に表れるという。また、その力量によって保育の質
が決定され、それが幼児の育ちに差を生み出すこと
になっていると、指導計画が幼児の育ちを左右する
要となっていることを指摘している14)。さらに、現
職の保育者であっても、指導計画の作成において、
前年度の焼写しや、保育雑誌の内容を切り貼りして
作成する等、幼児の実態に即した状況でないものを
実践上の計画として位置づけていることから、それ
らは「借り物の計画」になっているとも指摘する。
また三好（2012）も、現任の保育者136名を対象に
指導計画の必要性や計画にあたっての悩みを調査し
たところ、全体の 9 割が指導計画の必要性を感じて
いる一方、そのうちの約 6 割は指導計画の書き方が
よくわからず、計画そのものがマンネリ化してしま
うことに、悩みを抱いていると報告している15)。

こうした現状をみてみると、保育者らが作成して
いる指導計画には、長期指導計画と短期指導計画の
関連、とりわけ有機的つながりがほとんど意識され
ていない様子がうかがえる。また、保育者養成校に
おいて保育者を目指す学生が立案する「指導計画」
にも、そうした両者の関連が意識されていない現状

がある。
なぜ、このようなことが起きるのだろうか。こう

した要因のひとつに、保育者養成の目的にそって執
筆された授業テキストの記述や説明内容に問題があ
るのではないかと考えられる。

そこで本研究においては、長期・短期指導計画の
連動という事項を扱う教科目「教育・保育課程論」
の授業テキスト（市販教科書）で、実際、それがど
のように位置づけられ、どういった言葉を用いて説
明されているのかという観点から、記述内容の比較
分析を行う。そして、そのような基礎作業をもとに、
保育者を目指す学生の意識化を図り得る教材開発の
方向性について探ってみたい。

2 ．研究方法・分析の枠組み

（ 1）文献の範囲
Cinii Book 及び NDL-OPAK を用いて、幼稚園教

育要領・保育所保育指針の改定後（2008年 4月～2015
年 3 月）に出版された教育課程論、保育課程論の市
販教科書26冊を文献としてリスト化した（表 1 ）。
文献の選出で、2008年を基点としたのは、保育所保
育指針の告示化を受け、保育所においても保育課程
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表１ 文献リスト



並びに指導計画の作成が義務付けられた背景を踏ま
えてのことである。

（ 2）データ抽出
上記の文献から、長期指導計画と短期指導計画の

連動に関する記述の該当箇所を抽出し、データ化す
る。データ化に当たっては、保育内容系科目を担当
する 2 名が同一文献から個別に抽出したものを照ら
し合わせて、抽出箇所の調整を行うことで、適正さ
を図るようにした。

（ 3）分析の枠組み
前述のように、「指導計画」の作成には 3 つの単元、

①「指導計画」のしくみ＝一般的知識の理解、②長
期指導計画の内容、②短期指導計画の内容をおさえ
ていくことが必要とされる。そこで、これらに関し
て、2013年、幼児教育の動向を踏まえて文部科学省
が刊行した『幼稚園教育指導資料第 1 集 指導計画
の作成と保育の展開』改訂版をもとに、「指導計画」
の作成に必要とされる項目を整理した上で、分析の
基準とする（表 2 ）。

表 2 ｢指導計画」の作成に必要とされる項目

次に、分析の基準を決定した上で、上記に示した
3 つの単元を 4 つの分析カテゴリーに配置して、各
単元の有無の比率を分析する。また、 4 つのカテゴ

リーを記述内容から 8 つのタイプに細分化して、そ
の比率についても分析を行う（表 3 ）。

表 3 ｢指導計画」の作成に必要な分析カテゴリー

さらに、これらを踏まえて、上記26文献それぞれ
を、表 2 の項目に沿って総数を算出し、 1 文献にお
いてどの程度の説明がなされているのかを分析す
る。その後、 1 文献における項目の有無について比
率を分析し、コーディングを行う。なお、長期指導
計画と短期指導計画の連動の有無については、抽出
した該当箇所から、そのまま内容的な分析を行う。
以上の点を比較検討して、そこに考察を加えること
で、「教育・保育課程論」の授業テキスト（市販教

科書）が「指導計画」の作成を、どのような位置付
けで、またどのような言葉を用いて説明しているの
かを明らかにしたい。

3 ．結果と考察

①各単元の有無の比率
分析対象とした26文献のうち、各単元の有無の比

率を分析した結果、単元が全て揃っていたものは16
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文献（62％）、単元が 1 つ欠けていたものは 4 文献
（15％）、単元が 2 つ欠けていたものは 5 文献（19％）、
単元が全て欠けていたものは 1 文献（ 4 ％）であっ
た。約 6 割の文献が全ての単元を満たしているが、
中には全く単元を含んでいない文献も見受けられる
ことがわかる（図 2 ）。

図 2 各単元の有無の比率

②記述の仕方によるタイプ別の比率
「指導計画」の作成に必要な単元を順列で分析し

たのち、さらにそれらを記述の仕方によるタイプ別
の比率で分析を行った。その結果、単元が全て揃っ
ている「一・長・短」型は16文献（62％）であった。
次に、単元が 1 つ欠けている「■・長・短」型は該
当する文献が見当たらず、「一・■・短」型と「一・
長・■」型は 2 文献（7 ％）ずつであった。また、
単元が 2 つ欠けている「■・■・短」型と「■・長・

■」型は 1 文献（4 ％）ずつで、「一・■・■」型
は 3 文献（12％）であった。最後に、単元が全て欠
けている「■・■・■」型は 1 文献（4 ％）であっ
た（図 3 ）。

図 3 記述の仕方によるタイプ別の比率

③各文献の項目の総数と有無についての比率
図 2 において、分析対象とした26文献のうち、約

6 割の文献が「一・長・短」型で、単元すべてを満
たしているとの結果が得られた。しかし、各文献に
おいて、「指導計画」の作成に必要とされる単元（ 3
単元）の項目総数（指導計画10項目、長期指導計画
17項目、短期指導計画18項目；計45項目）を分析し
てみた結果、単元が全て揃っている「一・長・短」
型であっても項目総数に差があることがわかった

（図 4 ）。

図４ 各文献の項目総数

「指導計画」の作成に必要とされる項目の総数か
らは、NO19の文献が29項目（64％）と一番高い割
合を示しており、次に NO25が26項目（58％）で、
これら 2 つの文献が他の文献よりも説明の記述量が

多いことがわかる。とはいえ、各単元で構成されて
いる項目数の比率をみてみると（表 4 ）、NO19の
文献は、指導計画が10項目（100％）であるのに対
して、長期指導計画は 7 項目（41％）、短期指導計
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画は12項目（67％）と、長期指導計画の項目総数だ
けが他の 2 単元に比べて低い。同様に NO25の文献
も、指導計画 6 項目（60％）、長期指導計画 6 項目

（35％）、短期指導計画14項目（78％）と、長期指導
計画の単元だけが 2 つの単元よりも項目総数が低
かった。次に、単元が 1 つ欠けている 4 文献では、
どの文献も指導計画の項目総数が最も高く、長期指
導計画や短期指導計画の項目総数は低いという共通
点がみられた。さらに、単元が 2 つ欠けていた 5 文
献では、NO20の文献だけが指導計画 5 項目（50％）

と 1 つの単元に必要な項目総数の半数量をおさえて
いるのに対し、他の 4 文献は、NO2が短期指導計
画 6 項目（30％）、NO7 が指導計画 3 項目（30％）、
NO10が指導計画 4 項目（40％）、NO24が長期指導
計画 6 項目（35％）と、規定されている項目の半数
もおさえられていない状況であることが確認された。
④カテゴリーへの分類

ここまでの結果から、26文献が共有している箇所
について再検討を行い、同一のカテゴリーに分類す
ると、概ね表 5 のように整理することができる。

表 4 各文献の項目の有無についての比率

表 5 26文献の分類カテゴリー

④－ 1 全体網羅型
3 単元のうち、いずれかの単元が必要項目の半数

以上をおさえており、かつ、不足している項目があっ
ても、それらの内容が他の単元で補足されて、指導
計画の全体像が概ね俯瞰可能とされる文献を抽出し
たところ、 1 つの文献が抽出された（表 6 ）。ここ
で抽出された NO19の文献には、 3 つの単元が揃っ
ていることから、全体を網羅するには、すべての単

元が揃っていることが全体像を把握するために必要
な条件であることがうかがえる。しかし、単に 3 つ
の単元が揃えばよいのではない。NO19の文献は、
指導計画の単元が10項目（100％）、長期指導計画の
単元が 7 項目（41％）、短期指導計画の単元が12項
目（67％）といずれも比較的高い数値が検出され、
なかでも指導計画の単元は10項目すべてを網羅して
いた。実際、長期指導計画と短期指導計画の項目を
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タイプ 特徴

ａ全体網羅型 1単元に必要な項目が半数以上説明されており，かつ欠如している項目が他の単元で内容補足
されて，概ね全体像が俯瞰できる文献

ｂ要点欠落型 1単元に必要な項目が半数以上説明されているが，欠如している項目が他の単元でも補足され
ておらず，要点が欠けてしまっている文献

ｃ俯瞰不可能型 1単元において必要な項目が半数にも至っておらず，全体像が俯瞰できる状態にない文献



みてみると、どちらも「環境構成」・「予想される幼
児の姿」が欠如していた。しかし、これは、指導計
画の単元「環境構成」と「指導内容」で補足可能と
されるし、長期指導計画の単元内にある月（案）の
項目「教育課程」・「ねらい」・「内容」は同単元にあ
る年間・期（案）と同じ項目であることから、共有
のものとして説明されていると考えられる。残りの

「教師の援助」・「前月の幼児の実態」においても、
短期指導計画の単元で同項目の内容が含まれている
こと等から、これも内容が補足されていると捉える
ことができる。よって、長期指導計画と短期指導計
画で欠如していた項目の大半は他の単元項目によっ

て補足され、指導計画の全体像が概ね俯瞰可能な状
態であることがわかった。ただし、長期指導計画の
項目「全職員で作成」と短期指導計画の項目「担任
が作成」といった作成者に関する項目は、どこにも
内容を補足する項目がみられず欠落したままの状態
であった。これらのことから、 1 つの単元において
説明されるべき項目総数が多ければ多いほど全体像
は把握しやすいものになっているといえよう。さら
に、そうした条件が 1 つの単元に留まらず、複数の
単元に亘ってみられることで、共通項目の流れが理
解しやすいものとなり、全体のつながりを明確にし
ていくことが示唆された。

表 6 全体網羅型

④－ 2 要点欠落型
1 単元に必要な項目総数が半数以上おさえられて

いるが、そこで欠如している項目が他の単元でも補
足されない状態にある文献を抽出したところ、13の
文献が抽出された（表 7 ）。それら13文献のうち、
NO25の文献だけは、前述の「全体網羅型」と同様、
2 つの単元において項目総数が半数を占めており、
指導計画 6 項目（60％）、短期指導計画14項目（78％）

と、一見問題がないように思われた。しかし、指導
計画の単元説明において、教育課程の考え方を提示
した「各年齢」や「生活・地域の実態」さらには、
立案の具体的手立てとなる「環境構成」や「教師の
援助」等といった項目説明が欠けており、さらに同
一項目の説明が、その後の長期指導計画や短期指導
計画の単元においてもなされていないことが明らか
となった。ここで指摘すべきは、指導計画の単元で
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表７ 要点欠落型



必須項目が欠けると、別の単元においても、その項
目が漏れる危険性が高いことが予想されることであ
る。実際、NO25においては、指導計画で欠落して
いた項目は他の単元においても説明されていなかっ
た。また、この現象と同様に NO5・NO6・NO20の
3 文献も指導計画の単元で「環境構成」及び「教師
の援助」項目が欠けており、次いで、NO6・NO9・
NO11・NO13の文献も「反省」と「評価」が欠け
たままであったが、これらの項目は他の単元におい
ても触れられず説明なしの状態になっていることが
確認された。

4 －③ 俯瞰不可能型
1 単元に必要な項目が半数にも至らない文献を抽

出したところ、12文献が抽出された。
NO8の文献は、全ての単元において 1 つの項目

もみられなかった。次に、NO2･NO7･NO10･NO24
の文献は、いずれも 1 つの単元説明に留まっており、
他の単元に関する説明がみられなかった。このため
1 つの単元に情報が偏り、全体像を俯瞰するには困
難を記す状態であった。一方、NO3・NO4・NO12・

NO16・NO21の文献は、全ての単元が揃っていた
が 1 単元に見られる項目が約2~4に留まっていた。
さらに、長期指導計画と短期指導計画に共通する項
目が別々の単元で繰り返し説明されるだけで、一つ
も触れられない項目が目立ったことから、全体像を
俯瞰するには項目の情報量が不足し過ぎていること
が明らかにされた。続く、NO17の文献では、指導
計画の単元で教育課程の位置づけ（「教育課程」）や
種類（「長期的見通し」・「短期的見通し」）、予想さ
れる幼児の姿を想像して指導内容を考える（「指導
内容」）ことについて説明がされていたが、具体的
な立案の方法に関する記述は短期指導計画の単元の
中でも確認できなかった。また NO22の文献では、
指導計画の単元で教育課程の意味と（「教育課程」）
とその種類（「長期的見通し」・「短期的見通し」）が
説明され、その後、短期指導計画の単元で立案の具
体的手立てを説明しようとする項目が 8 項目（44％）
と、他の文献よりも高い数値を示していたが、全て
の単元において「評価」・「反省」の項目がみられな
かった。

表８ 要点欠落型

⑤長期指導計画と短期指導計画の連動の有無
26文献から、長期指導計画と短期指導計画の連動

に関する記述の該当箇所を抽出し、連動に関する記
述の有無を検討した。また、連動の有無に関する分
析は、これまで行ってきた一連の情報や分析結果と
も積極的に照合して、確証データのみならず反証
データの有無を確認することで、より妥当な理解が
得られるように留意した。なお、分析においては保

育を専攻領域とする研究者 2 名の協議によって詳細
に検討された。結果を図 5 と表 9 に示す。

まず26文献の記述から、連動が有ると明記されて
いたのは22文献（85％）、連動の有無について明記
されていなかったのは 4 文献（15％）であった。し
かし、これまでの分析から、連動の有無に関する記
述が認められても、 1 つの単元説明に留まり、他の
単元とのつながりがイメージされにくいといった情
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報を踏まえて再分析を行った。その結果、連動に関
する記述データがあり、かつ反証データからもそれ
が可能であるとされたのは11文献（42％）、次に、
連動に関する記述データが無い、または記述があっ
ても反証データから連動の記述が無いに等しいとさ
れたのは15文献（58％）であった。

図 5 連動の有無

表 9 連動の有無

結果 有 無

一次
分析

1，2，3，4，5，9，11，12，13，
14，15，16，17，18，19，20，
21，22，23，24，25，26

6，7，8，10

二次
分析

1，3，4，5，12，13，14，15，
16， 18， 19， 22， 23， 25，
26

2，6，7，8，9，
10，11，17，
20，21，24

4 ．総合考察

本稿では、保育者養成の目的にそって執筆された
「教育・保育課程論」の授業テキスト（市販教科書）
が、「指導計画」の作成をどのような位置づけで、
またどのような言葉を用いて説明されているのかを
考えてきた。その結果、2008年以上に出版された教
育課程論・保育課程論の市販教科書26文献には 3 つ
のタイプがあることが見出された。

第一に、「指導計画」の作成に必要な 3 単元が全
て揃い、かつ各単元の項目内容が適度におさえられ
て、この条件が複数の単元に亘っている「全体網羅
型」である。幼児教育における指導計画の考え方は、
小学校教育のような授業時数で指導内容を編成して
いくのではない。寧ろ、幼児の発達と発達の課題を
把握して、幼児の育ちを連続的にとらえて計画を作
成していかなければならないのである。宍戸（1982）
によれば、「子どもの発達を無視して保育計画がた
てられてよいということはできません」16）として、

その時期ならではの発達課題を見つけだしていくこ
とが幼児の成長に見通しをもたせることにつながる
という。また、そうした取り組みが指導の展望とな
り、幼児の新たな発達基準を生み出していくという
のである17)。すなわち、「指導計画」の作成には、個々
の単元においてその役割や構成項目をおさえていく
ことは勿論であるが、各単元に幼児の育ちを意識さ
せて、全体のつながりをより具体化させていくこと
が必要であることが示唆された。

第二に、 1 単元もしくは 2 単元において具体的な
説明がされてはいるが、 3 単元を通してみると説明
が同一項目に留まり、均一的な説明には至っていな
い「要点欠落型」であった。例えば、今回の研究に
おいてみられた特質として、26文献中すべてが長期
指導計画の単元項目における説明が低かったことが
あげられよう。長期指導計画の単元には、「年・期

（案）」と「月（案）」の説明が混在しており、「年・
期（案）」は幼児の育ちをイメージして「ねらい」
や「内容」が立案されることを学生に理解させなけ
ればならない。一方、「月（案）」では、幼児の育ち
をイメージするのではなく、「前月までの幼児の実
態」を踏まえて「ねらい」・「内容」が立案されるこ
とを理解させなければならない。しかし、保育者養
成の目的にそって作成されているテキストには、「独
自性よりも共通性を選ぶ傾向性が大きい」と小川

（2005)18）が指摘するように、今回リスト化した大半
の文献が形式的な共通説明に留まっていた。なかで
も、この「要点欠落型」は、個々の単元において具
体的な説明はされていたが、 1 つの単元で key
word となった項目が他の項目でも key word とし
て取り上げられ、結果、着目していた項目に偏りが
あることが確認された。よって、「指導計画」の作
成について学生の理解を促すには、形式的な項目の
説明だけではなく、執筆者自身が指導計画の必要性
を再認識して、執筆活動に臨んでいくことが重要で
あることが示唆された。

第三に、「指導計画」の作成に必要な 3 単元が、
それぞれ 1 単元ずつ切り分けて説明されて、各単元
の紹介に留まっている「俯瞰不可能型」であった。
実際、ここに挙げられた文献は系統的なつながりよ
りも、個々の単元説明が主で、 3 単元を俯瞰してみ
ても指導計画の全体像をイメージするには難しい状
態にあることが確認された。岸井（2003）によれば、
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指導計画とは、教育課程や保育課程を具体化させた
実践計画であるとともに、乳幼児の生活や発達に即
した具体的な計画を助長していく援助計画であると
いう。そのため、乳幼児に育てたいものを保育者が
明確にすることで、保育者の援助方法も決定すると
している19）。一見すると指導計画の流れがイメージ
しやすい説明とも思われる。しかし、この内容を学
生に理解させていくには、この記述からは目にみえ
ない諸要素をあぶり出して、これを 3 つの単元に項
目として配置し、ここで配置された項目を系統的に
つなげて説明していくことが求められよう。これが
意識されなければ、実践計画や援助方法の本質的な
意味合いを理解させていくことは不可能である。以
上のことから、幼児教育における「指導計画」の作
成を学生に理解させていくには、保育の構造はでき
るだけ詳細に説明していくこと、また、説明には抽
象的な用語でなく、できるだけ具体的な用語を用い
て説明していくことが大切であることが示唆された。

本来、授業テキストとは説明するものであり、学
生が読んで理解できるものでなければならない。
従って、学生が読んでわからなければそれは授業テ
キストとしての意味をなしておらず、説明したこと
にはならないのである。本研究において、2008年以
上に出版された教育課程論・保育課程論の授業テキ
ストには 3 つのタイプがあることが見出された。
しかし本稿では、長期指導計画と短期指導計画の連
動に関する該当箇所を抽出して、その記述内容を比
較検討したに過ぎない。今後は説明文とともに挿入
されている図にも着目して検討していくことが必要
とされよう。
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